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ジット甲府プラザ 
甲府市高畑2-19-2    ※ 駐車場有 

 

お問い合わせ先 山梨県弁護士会 055-235-7202 

街中の監視カメラ、スマートフォンのＧＰＳ、電子マネー、 

私たちの生活は、安全に、そして便利になりました。 

 

 

社会風刺コント集団 

   「ザ・ニュースペーパー 番外編」 参戦！ 

コメンテーター 清水 勉 弁護士 
  日弁連情報問題対策委員会前委員長 

  日弁連秘密保護法対策本部幹事   

参加費無料 
 事前予約不要 

【報告テーマ】 
監視カメラの現状 ／ GPS位置情報の現状と捜査利用 ／  
通信傍受法と共謀罪 ／民間に蓄積されたビッグデータ 

でも、あなたは知っていますか？ 
その情報を、誰がどのように管理しているのか。 

知らない間にその情報が利用されているかもしれません。 
 

知れば、きっとゾッとする。 
公権力によりあなたの私生活が監視される社会を 

「ザ・ニュースペーパー」 のコントとともに、報告します。 



社会風刺コント集団 「ザ・ニュースペーパー」  

ご参加、お待ちしております！！ 

 
 
ジット甲府プラザ  
（ジットセレモニー甲府ホール） 

 甲府市高畑2-19-2 
 055-221-8100   
  ※ 駐車場有（300台） 

 日々刻々と変わる「ニュース」を素材にコントを仕上げ舞台化。さっき聞いたニュースがすぐに舞台に載ることもしばしば。表現力豊かな役
者が演じる様々な人物のコントに、笑いながらニュースの裏に隠された社会の本質が見えてくるかも。特に歴代総理大臣の形態模写（心の
中まで模写！？）を中心とした政治コントは他にまねの出来ない得意分野。結成以来、ニュースを素材にひたすらライブにこだわるスタイル
は変わらない。常に今を生きる社会風刺コント集団。今回は中心メンバーの「福本ヒデ・山本天心・浜田太一」が出演。 

幅広い役作りで様々な 
政治家キャラを演じて 
いる。アベ首相、ノダ前 
首相、ハトヤマ元首相、 
アソウ元首相と、4代の 
首相役をこなす。首相 

以外の人気キャラクターはイシバ氏。また、個人
としても活動しており、ソロステージ、トークライ
ブ、ラジオのパーソナリティーもこなす。趣味の
美術を生かし、画廊での個展、美術イベントも開
催している。 
持ちネタ 

安倍シンゾウ、麻生タロウ、石破シゲル、野田ヨ
シヒコ、鳩山ユキオ、河村タカシ 

ミュージカル中心の活動 
を続けていたが、ある時 
本当にやらなければい 
けないことはお笑いだ！ 
と言う天の声が聞こえ、 
喜劇の勉強を始める。 
1988年ザ・ニュースペーパー結成メンバー。16年間
活動し、2004年に独立した後、2009年に復帰。男

性女性を問わず子どもから老人まで演じる役柄の
幅の広さはピカ一。舞台では、得意のダンス、パン
トマイム、歌を生かし軽快なノリで飛び回る。 
持ちネタ 
田原ソウイチロウ、菅ヨシヒデ、レンホウ、鳩山ミユ 
キ、河野タロウ、さかなクン、エビ蔵、尾木ママ 

アクションクラブで体 
をつかう楽しさを知り、 
2年間勤めたバスガイ 
ドで言葉をつかう楽し 
さを知る。その後芝居 
に興味を持ち、喜劇の 
勉強を始める。1988年ザ・ニュースペーパー結成
メンバー。16年間活動し、2004年に独立した後、
2009年に復帰。人間以外を演じさせたら右に出る

ものはなく、言葉だけではないコミュニケーション
能力を誇っている。 
持ちネタ 

細野ゴウシ、高市サナエ、田中マキコ、ジャパネッ
ト浜田、噛みつきサル他各種動物 

福本ヒデ 
（ふくもと ひで） 

浜田太一 
（はまだ たいち） 

山本天心 
（やまもと てんしん） 

会 場 案 内 

〇 監視カメラの現状 

 監視型社会を考えるシンポジウム  
 

〇 GPS位置情報の現状と捜査利用 
 

〇 通信傍受法と共謀罪 
 

〇 民間に蓄積されたビッグデータ 

監視型社会とは？ 
 
 2013年6月、元NSA（アメリカ国家安全保障局）局員エド

ワード・スノーデン氏の内部告発により発覚したアメリカによ
る国家ぐるみの大量情報監視の実態は、世界を震撼させま
した。アメリカ国内にとどまらず、全世界で１か月に970億件

ものインターネット・電話回線を通じた通信を収集・分析して
いたこと、そしてマイクロソフト、グーグル、アップルといった
超巨大IT企業が、これに協力していたことなどが白日の下に
さらされました。 

 日本の公権力も、私たちの「私的情報」を収集し、市民監
視を行っていることが、度々報道されています。 

 私たちは、個人情報、プライバシー情報といった指摘情報
を、みだりに公権力等によって収集されない権利を持ってい
ます。戦前の治安維持法を引用するまでもなく、こうした権
利を侵害する典型は公権力等による市民監視です。しかし、
昨今、こうした市民監視を可能とする仕組みが、私たちの気
付かないうちに急速に構築されつつあります。そして、公権
力等が収集した私的情報が、国内外で共有され、利用され
る危険は避けられません。このような社会を「監視型社会」
と呼び、警鐘をならしているのです。 

 現在、民間企業は、従来の管理ツールでは処理することが困難なほど巨
大で複雑なデータを保有している。電子データは、アナログデータと違い、容
易に統合・分析が可能であり、その解析による市民監視の可能性がある。 

 監視のツールとして有用な監視カメラは、いまや日本全国に張り巡らされ、
その性能も飛躍的に向上している。顔認証技術は、１０万件の登録画像から、
１秒以内に照合処理を行うことが可能となっている。 

 GPS機能は、急速に普及したスマートフォンに組み込まれている。位置情報
はわずかな誤差しか生じず、24時間常時継続的に対象者の行動を把握す
ることが可能となっている。 

 2016年に通信傍受法の改正がなされ、対象が大幅に拡大するとともに、通

信会社社員の立会いが不要とされた。会話傍受は立法化が見送られたが、
共謀罪の導入により、その実効性を上げるため、立法化議論が再燃するお
それが高い。 

Facebookでも  ⇒ 
   特集します     ⇒
ご注目ください   ⇒ 

ホームページ等 

山梨県弁護士会 

山梨県弁護士会ホームページの 
「イベント情報」に掲載中 


